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令和２年度 基本評価調書「施策推進計画」の見方について 
 

はじめに  

道における政策評価制度は、「計画(P)－実施(D)－評価(C)－改善(A)」という PDCA サイクルに基づ

く行財政運営システムのもとに、フルコストによる評価を行い、評価結果を予算編成及び組織機構の見

直し等に反映させるとともに、北海道総合計画の推進や重点政策の展開、事務事業の執行に関わる情報

として、広く道民に提供することとしています。 

施策推進計画（Plan）は、各施策・事務事業の年度当初における計画を明らかにする目的で作成する

ものです。 

 
 

 Plan 施策推進計画 （目標管理型行政運営システム実施要領 別紙様式１） 

項目 記載内容 

基本情報 

 施策名 北海道総合計画（以下、総合計画とする）の施策体系に沿って設定した施策名を

記載しています。 

 所管部局 

作成責任者 

照会先／関係課 

当該施策の担当部署・問合せ先等を記載しています。 

なお、関係課には「3 事務事業の設定」に記載のある課を記載しています。 

 施策コード 当該施策に対応したコードを記載しています。なお、前半２桁は次の部局に対応

します。 

 

 

※ただし、施策コード「0203」は総務部所管。 

【総合計画等の位置づけ】 

 総合計画等の位置

づけ 

総合計画や関連する計画、知事公約などにおける当該施策の位置づけについて、

以下の項目に明示しています。 

 政策体系 総合計画における当該施策の位置づけ（以下、政策体系とする）を、第３章「政

策展開の基本方向」の大項目(分野)―中項目(政策の柱)－小項目(政策の方向性)に

基づき明示し、当該施策が対応する総合計画の指標を記載しています。 

なお、複数位置づけられる場合は併記しています。 

 北海道創生総合戦略 当該施策に関連する「北海道創生総合戦略」（R2.3 月策定）における施策につい

て、コード番号※1 を記載しています。 

 北海道強靱化計画 当該施策に関連する「北海道強靱化計画」（H2.3 月策定）における施策について、

コード番号※1 を記載しています。 

 知事公約 当該施策に関連する知事公約における政策の展開方向について、コード番号※1 を

記載しています。 

 特定分野別計画等 当該施策に関連して所管部局が作成する「特定分野別計画」やその他の計画につ

いて、計画名を記載しています。 

 

01: 総務部 02: 総合政策部 03: 環境生活部 04: 保健福祉部 

05: 経済部 06: 農政部 07: 水産林務部 08: 建設部 

10: 企業局 11: 教育庁 21: 道警本部 
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１．目標等の設定 

項目 記載内容 

１ 目標等の設定 

 現状と課題 施策に係る現状認識と中長期的な課題を記載しています。 

 施策目標 当該施策が位置づけられている政策体系を踏まえ、設定した目標について記載し

ています。 

 施策の推進体制 
（役割・取組等） 

政策体系ごとに、施策目標の達成に向けた、北海道や国、市町村、政令指定都市

（札幌市）、民間等の主な役割分担と、それに基づく取組について記載していま

す。 

 施策の予算額 「４ 事務事業の設定」に記載のある当該施策の関連事務事業に係る予算額（各

年度の当初予算額）を記載しています。 

 今年度の取組 施策目標の達成に向けた、今年度の取組の具体的な内容を、政策体系ごとに記載

しています。 

なお、主要指標※2 に関連するものは「◎」、関連指標※2 に関連するものは「〇」

を付して区分しています。 

＜前年度付加意見への対応＞  

 前年度付加意見 

 

令和元年度の基本評価調書の施策及び事務事業に関する二次政策評価意見 

（「６ 二次評価結果（知事による評価）」）を記載しています。 

各部局の対応 

(R2.3 月末時点) 

令和元年度の基本評価調書の施策及び事務事業に関する二次政策評価意見への

対応（７（２）「二次評価結果への対応（付加意見への対応状況）」）を記載してい

ます。 

 
２．連携の状況 

項目 記載内容 

（１）施策間・部局間の連携 

 施策間・部局間の

連携状況 

同じ政策体系である他施策との連携の状況や、政策体系を超えて関係部局と横断

的な連携を行っている連携の取組内容について、以下のとおり明示しています。 

 政策体系 連携対象の施策と政策体系が一致するものは、その政策体系のコードを記載して

います。政策体系が一致しない関係部との横断的な連携の場合は「－」を記載し

ています。 

 連携内容 施策間・部局間の具体的な連携内容について記載しています。 

 連携先 連携対象の施策コード、関係部・関係課名を記載しています。 

（２）地域・民間との連携・協働 

 地域・民間との連

携・協働状況 

当該施策において、市町村などの地域、市民団体、NPO 等の民間団体と、施策

を推進するために連携・協働を行っている取組内容について、以下のとおり明示

しています。 

連携内容 地域・民間との具体的な連携・協働の内容について記載しています。 

連携先 連携・協働を行う地域、民間団体を記載しています。 
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３．成果指標の設定 

項目 記載内容 

３ 成果指標の設定 

 指標番号 当該施策における成果指標について主要指標※2 は「主〇」、関連指標※2 は「関〇」、

その他関連指標※2 は「他○」と記載しています。 

 指標名(単位) 当該成果指標の名称とその単位について記載しています。 

 指標の説明 当該成果指標の内容について説明を記載しています。 

 根拠計画 当該成果指標の設定根拠となる計画名を記載しています。 

 目標の基準 指標の目標値の基準となる実績について、基準年度と基準値を記載しています。 

 今年度の目標 令和元年度における指標の目標値を記載しています。 

 最終目標 当該成果指標における目標の最終年度とその目標値を記載しています。 

 政策体系 当該成果指標がどの政策体系に関連するのか記載しています。 

増減方向 当該成果指標について、目標に向かって数値を増加させることを目指す場合「増

加」、数値を減少させることを目指す場合「減少」、現状の維持を目標とするもの

は「維持」を記載しています。 

 達成率の算式 当該成果指標について、目標の達成率を算出するための式を記載しています。 

 本施策に成果指標を

設定できない理由 

成果指標を設定できない施策の場合、その理由を記載しています。 

 

 

 Plan 施策推進計画(事務事業) （目標管理型行政運営システム実施要領 別紙様式２） 

 

項目 記載内容 

４ 事務事業の設定 

 整理番号 課番号－事務事業番号（各２桁）で整理した４桁の整理番号を記載しています。 

 政策体系 対応する「総合計画等の位置づけ」に記載した政策体系のうち、当該事務事業に

対応するものを記載しています。 

 事務事業名 評価単位とした事務事業名を記載しています。 

 事務事業概要 当該事務事業の概要を記載しています。 

 課・局室名 当該事務事業を担当する課名等を記載しています。 

 事業費 R２年度予算額を記載しています。 

 執行体制(人工) 

人件費 

フルコスト※3 

当該事務事業に要する職員の人工数を「本庁」「出先機関」ごとに 0.1 人工単位

で記載し、「人工計」で合計値を記載しています。 

また、「人工計」で記載した人工数に平均人件費単価を乗じて「人件費」さらに

「フルコスト」を算出しています。 

 推進事項 『「行財政運営方針」後半期（H30～32）』（H30.3 月策定）の取組、第２の２ 

「後半期における推進事項」に該当する事務事業に「○」を記載しています。 

※1 調書に記載しているコード番号については、「令和２年度政策評価 基本評価調書」のページにある各関

係計画のコード一覧表を参照してください。 

※2 総合計画で設定している指標を「主要指標」、創生総合戦略や強靱化計画で設定している指標を「関連指

標」、特定分野別計画など各部等が設定している指標を「その他関連指標」としています。 

※3 事業に係る「経費の総額」として事業費に人件費を加えた「フルコスト」を算出しています。 


